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ＤＶ防止法とは？

　平成 13 年に施行された配偶者からの暴力の防止及び被
害者の保護に関する法律（ＤＶ防止法）は、配偶者暴力を
防止し、被害者の安全を守り、自立を支援するためにつく
られた法律です。
　同法では、「配偶者暴力相談支援センター」において、
被害者の相談や一時保護を行うほか、被害者や子ども、親
族などの安全を守る「保護命令」の仕組みが設けられてい
ます。
　平成 20 年１月施行の改正法では、「殺すぞ」などと脅
迫された場合も保護命令を申し立てができることや、電話・
メールも保護命令で禁止できることなど、被害者への救済
をより強化した内容が盛り込まれました。
　また、区市町村は、ＤＶ防止と被害者支援のための ｢基
本計画｣ 策定に努めなければならないとされています。
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配偶者から
暴力を受けたら

一時保護

配偶者がいない
ところに逃げたい相談したい 配偶者を引き

離してほしい

中央区
女性センター
子育て支援課

保護命令の申し立て
（P12・13 参照）

地方裁判所

保護命令発令
（P12・13 参照）

配偶者等（加害者）

配偶者暴力相談
支援センター

東京ウィメンズプラザ
東京都女性相談センター

ＤＶ防止法の「配偶者からの暴力」とは 
　配偶者には、婚姻の届けを出していない、いわゆる事実婚を含みます。
男女を問いません。また、離婚後（事実婚関係になった者が事実上離婚
したと同様の場合も含む）も引き続き暴力を受ける場合を含みます。

身体的暴力もしくは脅
迫を受けており、更な
る暴力で生命・身体に
重大な危害を受けるお
それが大きい場合

警
察
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保護命令
　身体的暴力もしくは脅迫を受け
た被害者からの申し立てを受け
て、裁判所の判断により、保護命
令が発令されます。
　保護命令には、右頁にあげた「接
近禁止命令」「退去命令」の２つ
があります。２つ同時に申し立て
る、あるいはどちらか一方だけを
申し立てることもできます。

保護命令申し立ての流れ

　手続きについては、配偶者暴力支援センター又は警察にご相談ください。

●申請書の作成　　　配偶者からの暴力を受けた状況と、配偶者暴力相談
支援センターや警察署に相談した事実を記載しま
す。（支援センターや警察に相談していない場合は、
公証人役場で認証を受けた書類を添付）

●地方裁判所に提出　裁判所の判断により、保護命令発令（６カ月の接近
禁止命令、２カ月の退去命令）

●配偶者等（加害者）	 命令に違反した場合は、１年以下の懲役または 100
万円以下の罰金が課せられます。

※保護命令の対象になるケースかどうかは、裁判所が判断します。

▼

▼
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退去命令（２カ月）

　加害者に、被害者と共に住む
住居から退去することを命じる
ものです。

ＤＶ防止法とは？

接近禁止命令と併せて申し立てられる禁止行為

　必要に応じて、以下の行為の禁止も併せて申し立てることができます。

○面会の要求
○行動の監視に関する事項を告げる等の禁止
○著しく粗野・乱暴な言動
○無言電話、夜間（22時～６時）の電話、連続
しての電話・ファクシミリ・電子メール（緊急
の場合を除く）
○汚物・動物の死骸等著しく不快または嫌悪の情
を催させるものの送付
○名誉を害する事項を告げる等
○性的羞恥心を害する事項を告げる文書、性的羞
恥心を害する文書、図画の送付等

接近禁止命令（６カ月）

　加害者が被害者の身辺につき
まとったり、被害者の住居、勤
務先等の付近を徘徊することを
禁止する命令です。

【対象者】
・被害者及び同居する被害者の未成

年の子ども
・危害を被る恐れのある被害者の親

族・知人等（本人の了承が必要）


